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務院職員の約 ₈ 割は党員である（諏訪 2004, 119-123）。全人代に ₉ つある専門
委員会のトップ（主任委員）には副大臣クラス以上の党員が就いている。法
律委員会を例にメンバーの政治的背景をみると，主任委員は党員，10名の副












































ドしているのである⑿。表 1 － 1 は第12期全人代指導部の兼任状況を，図 1
－ 1 は全人代と同常務委の関係をそれぞれ示したものである。



























3 王勝俊 王勝俊 王勝俊 党中央委員
4 王晨 王晨（秘書長兼任） 王晨
党中央委員，党中央
宣伝部副部長
5 沈躍躍（女性） 沈躍躍（女性） 沈躍躍（女性）
党中央委員，全国婦
女聯合会主席
6 吉炳軒 吉炳軒 吉炳軒 党中央委員

























13 張宝文（同上） 張宝文（同上） 中国民主同盟主席
14 陳竺（同上） 陳竺（同上） 中国農工民主党主席
（出所）『人民日報』2015年 1 月16日および全人代ウェブサイトを基に筆者作成。
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全人代 10 46 39 33 18 23
国務院 50 98 47 1） 41 48 46
最高法院 2 5 2 1 0 0
最高検察院 2 4 1 1 0 0













（注） 1 ） 国務院に関する出所上の記載は，第 ₇ 期と第 ₈ 期は担当省庁名でのものだったが，第
₉ 期以降は「国務院」でほぼ統一されている。
　　 ₂ ） 十一届全国人大常委会立法規画（http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/syxw/2008-10/29/
content_1455985.htm。2014年 ₉ 月 ₂ 日アクセス）。
　　 ₃ ） 十 二 届 全 国 人 大 常 委 会 立 法 規 画（http://www.npc.gov.cn/npc/zgrdzz/2013-12/12/
content_1816288.htm。2014年 ₉ 月 ₂ 日アクセス）。
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　1988年 ₄ 月，第 ₇ 期全人代常務委員会第 1 回会議で，万里が立法計画制定
の必要性を提起した⒀。これを受けて，続く第 ₂ 回会議では法律委員会が
「 ₅ カ年立法計画に関する初歩的構想」を提出し（全国人大常委会法工委立法









































? ? ? ?
????????????????????????????????????????????????? ???????????????????????????????
（出所）曹志（1994, 5-7）を基に筆者作成。


































ーセント。うち，調査研究対象 ₇ ）となったのである。表 1 － ₃ は草案と最
終計画の対比である。
　図 1 － ₃ は以上の一連の流れを図示したものである（二重線内は民意の取
り込み部分）。この北京市の事例からは，大衆の具体的な要望の詳細はわか














































































































































が異なる ₃ つの事例（李適時・信春鹰 2013, 157-194, 219-222）を選び，パブリ
ックコメントが法案の修正に与えた影響について考える。
（ 1 ）労働契約法の制定と改正
　第 1 のケースは，労働契約法の制定（全人代常務委での採択は2007年 ₆ 月29
日，施行は2008年 1 月 1 日）と改正（全人代常務委での採択は2012年12月28日，
施行は2013年 ₇ 月 1 日）に際するものである。本法は制定，改正にかかわらず，
労働者の権利保護に関するため，大衆の関心は終始非常に高かった。




























　第 ₂ のケースは，食品安全法の制定（全人代常務委での採択は2009年 ₂ 月28
日，施行は2009年 ₆ 月 1 日）に際するものである。
　全人代常務委法制工作委員会には2008年 ₄ 月20日から 1 カ月の間に，政府
部門，食品生産経営企業，食品行政組織および一般消費者のみならず，







全委員会を設けるとの条文が設けられ（第 ₄ 条 1 項），李克強・副総理を主任
とする委員会が設置された。また，零細企業に対する管理を強化すべきだと
いう声も少なくなかった。全人代常務委は，これは十分な衛生管理条件を有







（ ₃ ）個人所得税法第 ₆ 回改正
　第 ₃ のケースは，個人所得税法の第 ₆ 回改正（全人代常務委での採択は2011
年 ₆ 月30日，施行は同年 ₉ 月 1 日）に際するものである。1980年に採択された
同法は，1990年代以降の著しい経済発展を受け，2007年までに計 ₅ 回の改正
が行われてきた。

































税率も当初案の ₅ パーセントから最終的には ₃ パーセントへと引き下げられ
た。




図　 1 － ₄ 　個人所得税法第 ₆ 回改正プロセス
60


























































年 ₂ 月 ₉ 日に出した「社会主義協商民主の建設強化に関する意見」（中央 ₃
号文件）のなかでも確認された。
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